
児童扶養手当法の一部を改正する法律案の概要 

○ 児童扶養手当は、ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、支給される手当。児童扶養手当 
 の額は、月額４万２千円（平成27年度）。 
○ 児童の数に応じて、第2子については5千円、第３子以降については3千円の加算額が支給される。 
○ 手当額（加算額を除く。）については、物価スライドを適用するとともに、年収に応じて支給額を逓減させ 
 ている。 

 

○ 児童が２人以上のひとり親家庭の経済的負担を軽減することを目的に、第２子に係る加算額を５千円から 
 １万円に、第３子以降に係る加算額を３千円から６千円に見直す。 
○ 加算額についても、物価スライドを適用するとともに、年収に応じて支給額を逓減（※）させる。 
 （※）支給額の逓減は法改正事項ではなく、政令改正により対応。 
 

○ 平成28年８月１日施行（平成28年12月から支給） 

制度の概要 

改正の内容 

（例） 母１人子３人の場合のイメージ図 

 

＜改正後＞ 

 

460万円 

42,000円 

第1子 42,000円 

 第3子 6,000円 

第2子 10,000円 

平成29年４月から 
物価スライド適用 

227万円 

＜改正前＞ 

 

460万円 

42,000円 

物価スライド 
適用済み 

第1子 42,000円 
物価スライド 

未適用 

支給額 
（月額） 

年収 

第3子 3,000円 

第2子 5,000円 

物価スライド 
適用済み 

年収 

支給額 
（月額） 

227万円 
（一部支給停止が開始となる額） 

227万円 
（一部支給停止が開始となる額） 

資料２ 
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  予算額  国費：１，７４６億円 地方：３，４９２億円 事業費：５，２３８億円 

                       うち、多子加算額の増額による所要額（４ヶ月分）  

                        国費： ２７．８億円 地方： ５５．６億円 事業費： ８３．４億円 

            （平年度化した場合  国費： ８３．４億円 地方：１６６．８億円 事業費：２５０．２億円） 

     

    経済的に厳しいひとり親家庭の自立を支援するため、政策パッケージを策定し、就業による自立に向けた 

 支援を基本としつつ、総合的な取組を充実する中で、児童扶養手当の多子加算額を引き上げ 

   

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童扶養手当の機能の拡充について 

○ 概要 

・ 補助率      国１／３  都道府県・市・福祉事務所設置町村 ２／３ 

・  本体額（第１子分）                    ４２，０００円 
 

・ 多子加算額の増額   第２子加算額    ５，０００円           １０，０００円   
                第３子以降加算額  ３，０００円             ６，０００円 
    

    ※年収に応じて支給額を逓減（第１子分と同じ取扱）  
   ※平成２９年度からは加算額についても物価スライドを適用  
   ※全受給世帯数：約１０６万世帯（２７年３月末） 
    （うち 第２子加算額 約３３万世帯、第３子以降加算額 約１０万世帯） 

○ 平成２８年度予算案 

最大で
倍増 

第２子：３６年ぶり 

第３子：２２年ぶり
の引き上げ 

児童扶養手当法改正法案を平成２８年通常国会に提出（施行日は平成２８年８月１日）  
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児童扶養手当制度の概要 

 １．目的 
    離婚によるひとり親世帯等、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に 
  寄与するため、当該児童について手当を支給し、児童の福祉の増進を図る。（平成22年８月より父子家庭も対象）」 
 

 ２．支給対象者 
   18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある児童（障害児の場合は20歳未満）を監護する母、監護し、か 
  つ生計を同じくする父又は養育する者（祖父母等）。 
 

 ３．支給要件 
   父母が婚姻を解消した児童、父又は母が死亡した児童、父又は母が一定程度の障害の状態にある児童、父又は母 
  の生死が明らかでない児童などを監護等していること。 
   ※ ただし、国内に住所を有しないとき、児童が父又は母と生計を同じくするとき、母又は父の配偶者に養育されるとき等は支給され 
     ない。平成26年12月より、受給者等の年金額が手当額を下回る場合は、その差額分の手当を支給。(支払いは平成27年４月～) 
 

 ４．手当月額（平成27年４月～）                
   ・児童１人の場合     全部支給：42,000円  一部支給：41,990円から9,910円まで 
   ・児童２人以上の加算額   [２人目] 5,000円  [３人目以降１人につき] 3,000円 
 

 ５．所得制限限度額（収入ベース） 
   ・本 人           ： 全部支給（２人世帯） １３０．０万円 、 一部支給（２人世帯）  ３６５．０万円 
   ・扶養義務者（６人世帯） ： ６１０．０万円  
 

 ６．受給状況 
    平成27年３月末現在の受給者数  １，０５８，２３１人 （母：989,534人、父：63,678人、養育者：5,019人）   
 

 ７．予算額（国庫負担分） ［27年度予算］１，７１７．９億円 
 

 ８．手当の支給主体及び費用負担 
     ・支給主体：都道府県、市及び福祉事務所設置町村 
   ・費用負担：国 1/3  都道府県、市及び福祉事務所設置町村 2/3 
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平成２７年１２月２１日に子どもの貧困対策会議において 
「すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト」を決定 

これまでの経緯 

・ 今後更に、就労しながらも、経済的に厳しい一人親家庭や多子世帯の自立を応援していく必要があります。子育て、生活、 
就業、経済面などについて一層の充実を図っていくとともに、支援を必要とする家庭に対し、行政の支援が確実につながる
仕組みを整えていく必要があります。 
・ 厚生労働大臣を始めとする関係閣僚に対し、充実施策の検討を指示し、夏を目途にその方向性を取りまとめ、年末を目途
に財源確保を含めた政策パッケージを策定していきます。 

子供の未来応援国民運動発起人集会における総理挨拶 （平成27年４月２日）（抄） 

 「子供の未来応援国民運動」などの子供の貧困対策を推進し、経済的に厳しいひとり親家庭や多子世帯への支援など、必

要な財源を確保しつつ、集中的に実効性のある政策を投入する。これらの取組を進める際、財源を確保する方策について
幅広く検討する。また、ひとり親家庭や多子世帯への支援の充実と併せて、社会的養護の推進、児童虐待防止対策の強
化等について、年末をめどに政策パッケージを策定し、その取組を推進する。 

経済財政運営と改革の基本方針2015（平成２７年６月３０日閣議決定）（抄） 

ひとり親家庭について、養育費の確保の支援を図るとともに、児童扶養手当の生活安定・自立促進の機能 
 のあり方を再点検し、その結果を踏まえつつ、財源確保策と併せて、児童扶養手当の機能の充実について検討する。 

ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト（施策の方向性）（平成２７年８月２８日）（抄） 
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「すくすくサポート・プロジェクト」(すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト)(注) 
（平成２７年１２月２１日「子どもの貧困対策会議」決定） 

○経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭や多子世帯が増加傾向にあり、自立支援の充実が課題。 
○児童虐待の相談対応件数は増加の一途。複雑・困難なケースも増加。 

８月２８日 ひとり親家庭・多子世帯等自立支援策及び児童虐待防止対策の「施策の方向性」をとりまとめ 
→年末を目途に財源確保も含めた政策パッケージを策定 

○就業による自立に向けた支援を基本にしつつ、子
育て・生活支援、学習支援などの総合的な取組を
充実 

○具体的には、ひとり親家庭が孤立せず支援につな
がる仕組みを整えつつ、生活、学び、仕事、住ま
いを支援するとともに、ひとり親家庭を社会全体
で応援する仕組みを構築 

【主な内容】 
 ◇自治体の窓口のワンストップ化の推進 
 ◇子どもの居場所づくりや学習支援の充実 
 ◇親の資格取得の支援の充実 
 ◇児童扶養手当の機能の充実 など 

Ⅰ ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト 

 

○児童虐待について、発生予防から発生時の迅
速・的確な対応、自立支援まで、一連の対策を
更に強化。 

【主な内容】 
 ◇子育て世代包括支援センターの全国展開 
 ◇児童相談所体制強化プラン（仮称）の策定 
 ◇里親委託等の家庭的養護の推進 
 ◇退所児童等のアフターケア など 

 

Ⅱ 児童虐待防止対策強化プロジェクト 

すくすくサポート・プロジェクト 

 施策を着実に実施するとともに、平成２８年通常国会に児童扶養手当法改正案及び児童福祉法等改正法案の提出を
目指す。 
※施策の実施に当たっては、官・民のパートナーシップを構築し民間の創意工夫を積極的に活用。 
※行政が未だ実施していない事業を民間投資によって行い、行政がその成果に対する対価を支払うといった手法等の先駆的な取組も幅広く参考。 

（注）「すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト」の愛称を「すくすくサポート・プロジェクト」と決定（平成28年２月23日） 
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ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト（課題と対応） 

○ 経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭や多子世帯が増加傾向 

○ これらの方の自立のためには、 

・支援が必要な方に行政のサービスを十分に行き届けること 

・複数の困難な事情を抱えている方が多いため一人一人に寄り添った支援の実施 

・ひとりで過ごす時間が多い子供達に対し、学習支援も含めた温かい支援の実施 

・安定した就労による自立の実現 

が必要。 

現状・課題 

児
童
扶
養
手
当
法
改
正
法
案
の 

平
成
28

年
通
常
国
会
提
出
を
目
指
す 

① 支援につながる 

② 生活を応援 

③ 学びを応援 

 自治体窓口のワンストップ化の推進 

 子どもの居場所づくり 
 児童扶養手当の機能の充実 
 養育費の確保支援 
 母子父子寡婦福祉資金の見直し 
 多子世帯・ひとり親世帯の保育所等利用における負担軽減               

 教育費負担の軽減 
 子供の学習支援の充実 
 学校をプラットフォームとした子供やその家庭が抱える問題への対応  

④ 仕事を応援 

 就職に有利な資格の取得促進 
 ひとり親家庭の親の就労支援 
 ひとり親が利用しやすい能力開発施策の推進 
 非正規雇用労働者の育児休業取得促進                 

就業による自立に向けた就業支援を基本としつつ、子育て・生活支援、学習支援などの総合的な支援を充実。 

対 応 

⑥ 社会全体で応援 
 「子供の未来応援国民運動」の推進 
 子供の未来応援地域ネットワーク形成支援                             

○昭和63年から平成23年の25年間で 
 母子世帯は1.5倍、父子世帯は1.3倍 
（母子世帯84.9万世帯→123.8万世帯、
父子世帯17.3万世帯→22.3万世帯） 

○母子世帯の80.6％が就業しており、そ
のうち47.4％ はパート、アルバイト等 

○母子世帯の平均年間就労収入（母自身
の就労収入）は181万円、平均年間収
入（母自身の収入）は223万円 

⑤ 住まいを応援  ひとり親家庭等に対する住居確保の支援             
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○ ひとり親家庭の子どもは、親との離別・死別等により精神面や経済面で不安定な状況に置かれるとともに、

日頃から親と過ごす時間が限られ、家庭内でのしつけや教育等が十分に行き届きにくい。 
○ ひとり親家庭の子どもが抱える特有の課題に対応し、貧困の連鎖を防止する観点から、ひとり親家庭の子ど

もの生活向上を図ることが求められている。 

子どもの生活・学習支援事業（居場所づくり） 

地域の支援スタッフ 

（学生・教員OB等） 

＜実施場所＞ 

児童館、公民館、民家等 
学習支援 食事の提供 

＜イメージ＞ 
＜支援の内容（例）＞ 

※食材の確保は地域の協力を得る 

生活を応援 

現状と課題 

遊び等の諸活動 

○ 放課後児童クラブ等の終了後に、ひとり親家庭の子どもに対し、悩み相談を行いつつ、基本的な生活習慣の

習得支援・学習支援、食事の提供等を行い、ひとり親家庭の子どもの生活向上を図る自治体の取組を支援す
る。 

 

○ 自治体から委託を受けたNPO法人等が、地域の実情に応じて、地域の学生や教員OB等のボランティア等の
支援員を活用し、児童館・公民館や民家等において、事業を実施する。 

対応 

調理実習 

※平成27年度補正予算で学習支援等を行う場所を開設するために必要な備品の購入費用等を補助。 

※平成28年度から実施 
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多子世帯・ひとり親世帯の保育所等利用における負担軽減 

○ 年収約360万円未満世帯の保育料について、子どもの人数に係る年齢制限を撤廃し、第２子半額、第３子以
降無償化を実施する。 

○ 年収約360万円未満のひとり親世帯等の保育料について、第１子半額、第２子以降無償化を実施する。 

○ 就労家庭が保育所等を利用しやすい環境を実現する。 

○ 多子世帯は、特にその保育料負担を支援する必要がある。 

現状と課題 

対応 

（現行） （改正） 

（5歳） 

（4歳） 

（3歳） 

                                   

第１子の
扱い 

保育料 
満額 

保育料 
半額 

第２子の
扱い 

※小１以上は カウントしない 

（2歳） 

（1歳） 

（0歳） 

小学校 
３年生 

対象外 

（5歳） 

（4歳） 

（3歳） 

                                   

第２子 
保育料 
半額 

※多子計算に係る年齢制限を撤廃 

第３子 無償 （2歳） 

（1歳） 

（0歳） 

小学校 
３年生 

対象 
第１子扱い 

※多子世帯の場合の例示 

年収約360万円未満世帯 
年齢制限撤廃 
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○ 経済的に厳しいひとり親家庭に対しては、児童手当に加え、児童扶養手当を支給。 
○ 児童扶養手当は、平成２８年度予算案で多子加算額を倍増（年収に応じて支給額を逓減）。 
○ ひとり親の資格取得を支援するため、平成２８年度予算案で高等職業訓練促進給付金の充実、母子父子寡婦福祉資金貸付金の
見直しを行うとともに、平成２７年度補正予算で高等職業訓練促進資金貸付金を創設。 
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就
職
準
備
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修業開始 修業修了 

母子父子寡婦福祉資金貸付金（授業料相当） 
月額：68,000円 

無利子（保証人あり）、年1.5%（保証人なし）→ 年1.0％に引き下げ 
償還期間：20年以内 

高等職業訓練促進給付金（生活費相当） 
        月     額：100,000円（住民税課税世帯：70,500円） 

   支給期間：    ２年 → ３年（養成期間が３年間の資格（看護師等）も全期間支給可能に。） 

   対象資格：修業期間２年以上の資格 → １年以上の資格（調理師や製菓衛生師も対象に。） 

50万円 

児童手当 
  第１子10,000円、第２子10,000円、第３子以降15,000円（0～3歳15,000円、中学生10,000円） 

20万円 

児童扶養手当 
第１子42,000円、第２子5,000円→最大10,000円、第３子以降3,000円→最大6,000円 

返還免除
あり 

返還免除
あり 

奨学金（日本学生支援機構） 
                 月額：3～12万円 

無利子（第１種）、最大年3%（第２種）  
                保証人：必要(機関保証あり)  

償還期間：20年以内 

奨学金（その他） 
※内容は実施主体による 

就
職 

創
設 

ひとり親家庭への支援（経済的支援・資格取得支援） 

倍増 

見直し 

充実 

創
設 
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